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講演内容

１．ICTと環境に関わる国内外の状況

２．ICTインフラの環境影響(CO2排出量)評価方法

３．ICTの省エネに関する取り組み(Green of ICT)

４．ICTの利活用による環境負荷低減効果(Green by ICT)

５．ICTの環境影響評価手法に関する国際標準化について

６．まとめ
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2006 2007 2008 2009 2010

海
外

日
本

地球温暖化問題に関する世の中の動き

出展：IPPC4次報告

世界の人為起源のCO2は
増え続けている

COP13（インドネシ
ア）にてバリロード
マップ採択

主要国首脳会議（洞爺
湖サミット）開催

→「2050年に世界の
排出量を半減」との長期
目標を世界で共有

COP14
（ポーラン
ド）進展なし

COP15COP15（デンマーク）（デンマーク）
ポスト京都ポスト京都持ち越し持ち越し

2008年6月：
温暖化対策「福
田ビジョン」を
発表

イタリア
サミット

京都議定書約束期間（2008年～2012年）

中期目標（2005年
度比15％削減）の
公表（6月）

省エネ法・温対法の改正

東京都環境確保条例の改正

新たな削
減義務の

決定

試行排出量取引制度

世界全体で、世界全体で、
ICTICTの積極的なの積極的な
利活用による利活用による
CO2CO2削減が不削減が不
可欠可欠

中期目標（1990年
度比25％削減）の
公約（9月）

COP16
（メキシコ）
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インターネット利用者の普及
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ICTの普及と環境問題
ICTは急速に普及し、その環境負荷も増大している。

– 製造段階でのエネルギー消費が大きく、長寿命化や、
リユース・リサイクルの推進が課題

– 使用段階での消費電力の削減が課題

– e廃棄物の越境問題（発展途上国での廃棄）

– 貴重資源の採掘（タンタルなど）

– 鉛など有害物質の除去

– 再生可能資源の採用

気候変動という観点では、地球温暖化問題が
人類が直面する喫緊の課題。
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CO2 排出量推移（1970～2004年）

出展：IPCC AR4 WG3 Fig-1-2
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CO2を削減するには

• エネルギー消費量の削減（省エネ）

• エネルギー源の低炭素化（原子力、水
力・・・）

• 炭素固定（光合成）

• 炭素貯蔵（地中、深海・・・）
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ICTサービスによる

環境負荷の削減

ICT自身の

環境負荷

•脱物質化（情報の電子化）
•移動の削減（人流や物流の効率化など）
•産業・生活の効率化
•環境啓発・環境教育へのICTの活用
•環境センサや環境モニタリング

•エネルギーの使用 （ICT機器やNWの増加に伴う電力
消費など）

• ICT機器の生産や設備構築による資源利用

• ICT機器の廃棄や設備撤去に伴う廃棄物の発生

地球環境に対するマイナスの要因 地球環境に対するプラスの要因

Green of ICT Green by ICT

ICTが環境に与える影響
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ICTセクターにおけるCO2排出比率

・ちなみに、ICTセクター（放送分野を除く）のCO2排出比率は全セクタの約2％。2007年度で
約0.9Gt-CO2。（通信業界はICTセクターの24％、全セクターの0.5％。）

・しかし、ＩＣＴセクターは他セクター（CO2排出比率98％）から排出されるCO2量を抑制可能
（Green by ICT）。

* Rakesh Kumar and Lars Mieritz, “Conceptualising ‘Green IT’ and Datacentre Powering 
and Cooling Issues”, Gartner Research paper ID number G00150322, 7 Sept. 2007.

通信業界 ＰＣ
モニター

サーバー

Source: Gartner Group (2007)*
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ICTによる他セクターのCO2排出削減量
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ICTが社会全体に及ぼす影響

・ICTセクターは、他のセクターに対し、CO2排出量の削減に貢献できる

・ICTセクター自らの省エネ（Green of ICT）とともに、ICTの活用による
社会全体のCO2削減効果（Green by ICT）が注目
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CO2削減に貢献するICT（世界全体）

全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より

20062006 20202020 20502050

273273億トン億トン

～～450450億トン億トン

非エネルギー起源非エネルギー起源
（（CH4CH4など）など）

エネルギー起源（化エネルギー起源（化
石燃料）石燃料）

2525％％
削減削減

5050％削減％削減

削減必要量削減必要量

7878億トン億トン ※※

（世界全体の（世界全体の1515％）％）

GeSI SMART2020, IPCC資料などから作成

※※GeSIGeSI: SMART2020: SMART2020より。このうち、テレワーク、テレビより。このうち、テレワーク、テレビ
会議、電子ペーパ、電子商取引関連の脱物質化、移動会議、電子ペーパ、電子商取引関連の脱物質化、移動
削減などの効果は削減などの効果は3030億トン程度（億トン程度（66％）％）

ICTによる削減可能性
・スマートグリッド
・スマート建物
・スマート物流
・スマートモータ

ICTICTによる削減可能性による削減可能性
・スマートグリッド・スマートグリッド
・スマート建物・スマート建物
・スマート物流・スマート物流
・スマートモータ・スマートモータ
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ＩＣＴ分野全体のＣＯ２排出量とＩＣＴの利活用によるＣＯ２削減効果
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2012年 2020年 2020年追加対策
12.3%

特段の
対策なし(注)

対策実施
(注)

3,000万ｔ-CO2 3,000万ｔ-CO2

ＩＣＴ機器などの使用によるＩＣＴ機器などの使用による
COCO22排出量排出量(of ICT)(of ICT)

5,100万ｔ-CO2

ICTICT利活用による利活用による
COCO22排出削減効果排出削減効果(by ICT)(by ICT)

15,500万ｔ-CO29,500万ｔ-CO26,800万ｔ-CO2
差し引きでの、トータルの
ICTによるCO2排出削減量
12,500万t-CO2 （10%）

CO2削減に貢献するICT（日本全体）
○ICTによるCO2削減効果（by ICT）は、2020年には、最大約1.5億トンになる可能性。これは、1990年の総排出量
と比較した場合には約12.3％の削減効果に相当し、25%削減の中期目標達成に大きく貢献。

○一方、ICT機器などの使用によるCO2排出量は、光通信技術等の開発やクラウドの推進等の対策（of ICT）により、
約3000万トンまで排出を抑えることが可能。これは、2012年の排出量とほぼ同水準。

○ICTによるCO2削減効果（by ICT）は、2020年には、最大約1.5億トンになる可能性。これは、1990年の総排出量
と比較した場合には約12.3％の削減効果に相当し、25%削減の中期目標達成に大きく貢献。

○一方、ICT機器などの使用によるCO2排出量は、光通信技術等の開発やクラウドの推進等の対策（of ICT）により、
約3000万トンまで排出を抑えることが可能。これは、2012年の排出量とほぼ同水準。

電力原単位：0.41kg-CO2/kWh

注： 特段の対策なし： ＩＣＴ機器のCO2排出削減（of ICT）に新たな対策を講じない場合。/現在のＩＣＴ利活用（by ICT）を継続して推進する場合。
対策実施： ＩＣＴ機器のCO2排出削減（of ICT）に有効と考えられる新たな対策を講じる場合。/現在のICT利活用分野を拡大するとともに、可能な範囲で利用促進を加速化する場合。

出典：[総務省]グローバル時代にお
けるICT政策に関するタスクフォース
地球的課題検討部会 環境問題対
応ワーキンググループ 報告書（平
成22年5月）
http://www.soumu.go.jp/main_con
tent/000065258.pdf

出典：[総務省]グローバル時代にお
けるICT政策に関するタスクフォース
地球的課題検討部会 環境問題対
応ワーキンググループ 報告書（平
成22年5月）
http://www.soumu.go.jp/main_con
tent/000065258.pdf
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原材料の採取（鉄鉱石の採掘等）から、製造、使用及び廃棄に至るすべての

過程（即ち、人間に例えるならばゆりかごから墓場までの全生涯）を通して、

製品が環境に与える負荷の大きさを定量的に整理、評価する手法。

輸送

廃棄物

水質汚濁物質
大気汚染物質

CO2,NO2など

エネルギー

使用電気量など

天然資源

原油など 資
源
採
取

製
品
製
造

使
用

リ
サ
イ
ク
ル
廃
棄

製品のライフサイクル

輸送 輸送

LCAによる環境影響評価技術
LCA:ライフサイクルアセスメント(Life cycle assessment)
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製 品 Ｂ

製 品 Ａ

【製造】 【輸送】 【使用】 【廃棄、リサイクル】

製品Ａのように、使用時の環境負荷が製品Ｂより小さくても、

ライフサイクル全体では製品Ｂより環境負荷が大きくなることがある。

何がわかる？

環境負荷（ＣＯ２排出量等）
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ｹｰﾌﾞﾙ

ＤＳＵ／ＴＡ

ＰＣ

交換機

管路

電柱

電話機/ＦＡＸ

空調設備

モデル条件：①首都圏１万回線規模の加入者系設備（端末～ｱｸｾｽ系設備
～交換機）を想定した。

②H10現在の設備を標準とする。

③代表的な装置、構造物を対象とする。
④人の稼動、保守用の装置類は対象外とする。
⑤環境負荷は二酸化炭素（ＣＯ２）排出量で換算する。

地下地下配

架空

交換室

お客さま宅

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾎﾝ

公衆
電話 ＲＴ

端子函

ｸﾛｰｼﾞｬ

予備電源

中
継
網

ﾏﾝﾎｰﾙ

ﾊﾝﾄﾞﾎｰﾙ

固定電話網の評価モデル
【市内電話サービスモデル】

高橋他、EcoBalance2002（2002年日本）
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固定電話網の評価結果
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排
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合

端末機器 ｱｸｾｽ系 構造物 交換機類 合計

ﾘｻｲｸﾙによる回収
撤去・廃棄
使用
製造・敷設

全体の７０％が使用段階であり、さらにその７０％（全体の半分）が端末機器の
電力消費に起因、中でも待機時間の消費電力が支配的
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中継ビル設備

アクセス
設備

伝送設備

VoIP
アダプタ

ADSL
モデム

DSLAM

LAN
スイッチ

ルータ

光網終端
装置

ルータ

加入者
交換機

光ファイバメタリックケーブル

ルータ

LAN
スイッチ

光加入者
終端装置

光ファイバ

ADSL FTTH

電話機
VoIP

アダプタ 電話機

LANスイッチ

光ファイバ

伝送設備

東京 札幌

ルータ ルータ

IP電話の評価モデル

加入者
ビル設備

PC端末 PC端末

端末設備

ｽﾌﾟﾘｯﾀ

VoIP
アダプタ

ADSL
モデム

DSLAM

LAN
スイッチ

ルータ

光網終端
装置

加入者
交換機

光ファイバメタリックケーブル

ルータ

LAN
スイッチ

光加入者
終端装置

光ファイバ

ADSL FTTH

電話機
VoIP

アダプタ 電話機PC端末 PC端末

ｽﾌﾟﾘｯﾀ

ルータ

LANスイッチ

前田他、SETAC/ISIE/Swiss Discussion Forum（2003年スイス）*FTTHは１ファイバで８加入使用
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IP電話の評価結果

中継ビル設備

FTTHアクセスサービスのアクセス設備と加入者ビル設備による環境負荷は、他のアクセスサービス
（固定電話、ADSL）に較べて小さい。

伝送設備と中継ビル設備からのCO2排出量は、固定電話 (7%)、 IP電話 ( 0.1%以下)ともに小さい。

IP電話における端末設備の待機時消費電力が非常に大きい。

IP電話の通話時間：８分/日
インターネット接続サービスの通信時間：１時間/日
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インターネット接続の評価モデル
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終端装置
加入者収容

装置

光加入者

終端装置
加入者収容

装置

メタリックケーブル

PC

加入者回線
終端装置

PC

メタリックケーブル

フレッツ・ＩＳＤＮ フレッツ・ＡＤＳＬ Ｂフレッツ
（ファミリータイプ）

LAN
スイッチ

LAN
スイッチ

PCPC PCPC

折口ら エコバランス2006国際会議
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インターネット接続の評価結果
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廃棄・リサイクル

使用

製造

リサイクルによるリカバリー

89.1
112.6

63.2

フレッツISDN フレッツ・ADSL
（モア）

Bフレッツ

（ファミリータイプ）

-5.9 -6.0 -5.8

折口ら エコバランス2006国際会議



20

16 November 2010

Copyright(c) 2010 日本電信電話株式会社

IP接続サービスのエネルギー消費の効率化

～350万トン

CO2排出量の推移

・ＩＰ系設備の設置にあたっては、直流給電の推進、高効率空調設備の導入等、エネルギー消費削減に努めているも

のの、ＩＰ接続サービス、携帯電話等の加入者数の増大に伴い、消費エネルギーは増大

・一方、IP接続サービスの高速化が進んだが、アクセス網を光化することにより、ISDN、ADSLと比較して、お客様一人

あたりの環境負荷は最大1/2程度に削減されるとともに、情報伝送の環境効率は約2000倍に向上

・ＩＰ系設備の設置にあたっては、直流給電の推進、高効率空調設備の導入等、エネルギー消費削減に努めているも

のの、ＩＰ接続サービス、携帯電話等の加入者数の増大に伴い、消費エネルギーは増大

・一方、IP接続サービスの高速化が進んだが、アクセス網を光化することにより、ISDN、ADSLと比較して、お客様一人

あたりの環境負荷は最大1/2程度に削減されるとともに、情報伝送の環境効率は約2000倍に向上

（注）
環境負荷には、お客様設置
設備を含む（DSU、ADSLモ
デム、ONU等）

※1

※2

※1 環境効率＝
（最大伝送速度）
÷（環境負荷（CO2排出量））

※2 ファクター＝
（ADSL、Bフレッツの環境効率）
÷（フレッツISDNの環境効率）

※3 
上り速度（1Mbps）と下り
速度（12Mbps）の平均値

（PON方式）

2005年度NTTグループCSR報告書より抜粋
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NTTグループの事業活動に伴
うCO2排出量の削減

NTTNTTグループの事業活動に伴グループの事業活動に伴
ううCOCO22排出量の削減排出量の削減

お客様のCO2削減に貢献する
ソリューション等の提供

お客様のお客様のCOCO22削減に貢献する削減に貢献する
ソリューション等の提供ソリューション等の提供

テレワークを支えるテレワークを支えるICTICTソリューションや、ソリューションや、
デジタルコンテンツ流通等の提供デジタルコンテンツ流通等の提供

通信設備等の省電力化通信設備等の省電力化
（データセンタ、電力・空調装置等）（データセンタ、電力・空調装置等）

「グリーン「グリーンNTTNTT」（自然エネルギー発電の導入）」（自然エネルギー発電の導入）

「チーム・マイナス「チーム・マイナス66％」への参加％」への参加

エコドライブの実践、森林保護活動、地域エコドライブの実践、森林保護活動、地域
清掃活動への参加、ビルの屋上緑化、等清掃活動への参加、ビルの屋上緑化、等

NTTグループの低炭素社会へ向けた取り組み
NTTNTTグループ全体で、（１）グループ全体で、（１）Green of ICTGreen of ICT、（２）、（２）Green by ICTGreen by ICT、（３）、（３）Green with Team NTTGreen with Team NTT、、
に積極的に取り組むに積極的に取り組む

NTTグループ社員の家庭や地
域におけるCO2削減

NTTNTTグループ社員の家庭や地グループ社員の家庭や地
域における域におけるCOCO22削減削減

１

２

３

Green of ICT

Green by ICTGreen by ICT

Green with Team NTTGreen with Team NTT

環境・エネルギー関連
新技術のR&Dの推進

環境・エネルギー関連環境・エネルギー関連
新技術の新技術のR&DR&Dの推進の推進



22

16 November 2010

Copyright(c) 2010 日本電信電話株式会社

環境に配慮したデータセンタへの取り組み
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ネットワークネットワーク

給電給電

発電・蓄電発電・蓄電

装置装置

デバイスデバイス

アクセス、端末アクセス、端末

環境負荷削減に向けたNTTの研究開発

高電圧直流給電技術

高効率燃料電池（SOFC）, NiH
蓄電池、歩行発電

ONU, OLT、HGW
省資源・リサイクル

光配線

光電子融合型
光パケットルー
タ など

低消費エネルギー
光デバイス、ナノデバイス

CBoC

クラウドコンピューティングクラウドコンピューティング

空調空調
アイルキャッピング

環境影響評価環境影響評価

LCA（Life 
Cycle 

Assessment）

PF,PF,
アプリケーションアプリケーション

4Dディジタルシネマ
など

NGN、将来ネットワークアーキテクチャ

スマートグリッドスマートグリッド
HEMS, EV,,,,

省エネ調達省エネ調達

標準評価法の策定、
ガイドライン化
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直流給電による消費電力低減への取り組み
通信システムや情報システムなど停電バックアップを必要とするシステムでは、バッテリーに

充電するために必ず交流（ＡＣ）を直流（ＤＣ）に変換する必要があり、ＡＣ/ＤＣなどの電力
変換を行う毎に電力損失が発生する。直流給電は交流給電よりも変換回数が少ないため電力損失
が少なく、省エネルギーとなり、さらに電力損失による熱を冷やすための空調電力も削減できる。

交流電源システム

交流給電交流給電交流給電

商用電源
バッテリ

CPU
AC/DC
変換

DC/AC
変換

AC100,200V

ICT機器

商用電源
バッテリ

CPU
AC/DC
変換

DC48V DC/DC
変換

ICT機器

直流給電直流給電直流給電

直流電源システム

通信ビル／データセンター

通信ビル／データセンター

空調

空調

～ ～ ～
～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

～ ～ ～←電力損失（熱）

AC/DC
変換

DC/DC
変換

AC

AC DC

直流給電は、交流給電よりも直流給電は、交流給電よりも
トータルの消費電力をトータルの消費電力を１５％１５％削減可能削減可能
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高電圧直流給電方式の開発
給電電圧をDC48ＶからDC400V程度に高電圧化

■今後検討が必要な事項

-直流電源システムや高電圧直流対応ICT機器の開発
-直流電源システムとICT機器との各種インターフェース条件の標準化
-コネクタやヒューズなど部品類の開発と標準化

商用電源
バッテリ

CPU
AC/DC
変換

DC/DC
変換

ICT機器直流電源システム

通信ビル／データセンター
空調

～ ～ ～ ～ ～ ～←電力損失（熱）

AC

DC48V

⇒DC400V程度

高電圧

直流給電

高電圧高電圧

直流給電直流給電
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Ｙ

CBOX

ICT装置

高電圧化することで、
スペースが効率的に
使える

HVDC用
整流装置

DC48V用
整流装置

１架１架

22架架

DC４８Ｖ給電（左)

HVDC給電（右)

整流装置 ～ 電流分配装置

DC４８Ｖ給電（左)

HVDC給電（右)

電流分配装置 ～ ICT装置

高電圧化することで
配線ケーブルを細く
することができ、作
業性を上げられる

省エネ性能に加えた高電圧直流給電方式のメリット

AC200V

３相トランス

蓄電池

DC400
V程度

整流装置

電流分配装置
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愛・地球博でのクリーンエネルギー実証実験(NEDO)

・商用電力に頼らず、クリーンエネルギーでパビリオンへ給電・商用電力に頼らず、クリーンエネルギーでパビリオンへ給電
・・COCO22排出を最小化するため、各クリーンエネルギー源の最適制御排出を最小化するため、各クリーンエネルギー源の最適制御

--500500

00

500500

10001000

15001500

20002000

0 3 6 9 12 15 18 21

時刻時刻((時時))

電
力

電
力

(
kW

)
(
kW

)

NaSNaS電池電池

MCFCMCFC--11

MCFCMCFC--22

PAFCPAFC

SOFCSOFC

太陽光太陽光

系統電力系統電力

需要電力需要電力

燃料電池燃料電池SOFCSOFC

（三菱重工）（三菱重工）

長久手日本館 NEDOパビリオン

燃料電池燃料電池PAFCPAFC（東芝）（東芝）

太陽光発電太陽光発電
（京セラ、三菱重工、日立）（京セラ、三菱重工、日立）

エネルギー制御システム

（NTTファシリティーズ・NTTR&D）

系統電力系統電力

電力・熱電力・熱

クリーンエネルギー源クリーンエネルギー源

パビリオンへの供給

制御室

エネルギーネットワークの取り組み

ナトリウム硫黄電池ナトリウム硫黄電池
（日本ガイシ）（日本ガイシ）

燃料電池燃料電池MCFCMCFC
（トヨタ、中部電力）（トヨタ、中部電力）
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・コミュニティ内の電力、熱融通システム
→ トータルコスト、CO2の削減

・新エネシステムの最適制御システム
→ エネルギーコスト、CO2削減

・宅内直流給電技術
→ 光化の推進、宅内端末のカーボンフリー化

・ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾚｽﾎﾟﾝｽﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｼｽﾃﾑ（時間帯別電力料金ｼｽﾃﾑ）
→ ユーザの電力料金削減、発電所の稼働平準化

・創エネ家電制御システム
→ 家庭用太陽光発電、燃料電池、EV電池等の最適運用

高効率太陽電池高効率太陽電池

ＨＶＤＣＨＶＤＣ

燃料電池燃料電池
新型電池新型電池

空調空調

通信ビル最適化通信ビル最適化

ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ//ｵﾌｨｽｵﾌｨｽ

コミュニティコミュニティ

宅内宅内//マンションマンション

燃料電池燃料電池

高効率太陽電池高効率太陽電池

宅内直流給電宅内直流給電 家電家電

見える化見える化
FC

貯
湯
槽

家電家電

見える化見える化
FC

貯
湯
槽

家電家電

見える化見える化
FC

貯
湯
槽

家電家電

見える化見える化
FC

貯
湯
槽

一括受電

電気自動車

太陽熱温水 太陽光発電

貯
湯
槽

貯
湯
槽

貯
湯
槽

貯
湯
槽

太陽光発電
＋ 蓄電池

太陽光発電
＋ 蓄電池

燃料電池燃料電池燃料電池

スマートコミュニティ
・消費電力の見える化、空調・電力の協調最適制御

→ PUEの改善、エネルギーコスト、CO2削減
・ICT装置の動作状態と空調・電力の連携最適制御

→ エネルギーコスト、CO2削減
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二
酸
化
炭
素
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㎏
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0

50

100

SS

PON

端末装置
アクセス設備
ビル設備
ＩＰ網

ＯＮＵ

ＦＴＭ

終端装置

スイッチ

ルータスプリッタ

PONによる追加
PONによる改良

スプリッタ

ビル設備
ＩＰ網

端末設備

アクセス設備

光ケーブル
マンホール
電柱等

光ケーブルの共有、信号の多重化によりＣＯ光ケーブルの共有、信号の多重化によりＣＯ２２排出量を排出量を5757％％削減削減

パソコンの使用時間は１時間、ＯＮＵは２４時間ＯＮ
首都圏における１加入者１年間あたりのＣＯ２排出量

PON※による光接続サービスの環境負荷削減
※Passive Optical Network
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・・・
交換機A（ｴﾈﾙｷﾞ量）

交換機B
伝送装置１

部品１
部品２

部品３

ｸﾛｯｸ系
主装置

製造 建設 運用 撤去 廃棄

・・
・

情報調査・収集情報調査・収集

Ａ社
Ｂ社
・
・
（ﾒｰｶ）

LCAによるICTサービスの環境影響評価

④ NWサービスの環境負荷量（ｴﾈﾙｷﾞｰ、
資源、CO2）を計算

LCA評価LCALCA評価評価

①製品・ｻｰﾋﾞｽなど
評価範囲を決める

製品・サービスの製造～廃棄までのライフサイクル全体に渡る環境負荷を定量化

②ﾓﾃﾞﾙ化 ③ｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘｰ分析 ④評価

製造 建設 運用 廃棄撤去

製品毎の情報収集・解析
・評価範囲
・利用状態
・定式化

・評価範囲
・利用状態
・定式化

コア網（ＮＷ）
ＩＰ／光ＮＷ

② NW設備の構成を解析

評価方法評価方法評価方法

① END-to-ENDでつながる多様なＩＴｻｰﾋﾞｽのNW利用形
態・規模（情報ﾄﾗﾋｯｸ量）の実態をモデル化

③ NW設備の構成要素毎のライフサイクル
（製造～運用～廃棄）の各段階毎に環境
負荷量を計算

製品 Ｂ

製 品Ａ

アクセス網

製 品Ｂ

製 品 Ａ

【製造】 【輸送】 【使用】 【廃棄、リサイクル】

環境負荷（ＣＯ２排出量等）

製 品Ｂ

製 品 Ａ

【製造】 【輸送】 【使用】 【廃棄、リサイクル】

環境負荷（ＣＯ２排出量等）
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テレワークの環境負荷削減効果

0
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線
・
年
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テレワークの評価について
■評価概要

首都圏（東京千葉神奈川）に勤務するサラリーマンが、１週間のうち２日自宅でテレワークを行い、残り３日は会社に
通勤して仕事をする場合のＣＯ２排出量削減効果を評価。端末は、シンクライアントのノートPCの使用を想定。

■機能単位
首都圏在住のサラリーマンが１年間に２４０日勤務する。
↑

この条件を単位として「テレワーク」と「通勤」の場合の環境負荷を比較

35.5%
662.5kg-CO2

■評価結果
テレワークの日数が週１でも、17.0％の削減

率となり、また日数が増えれば、削減量も増し、
週５日で削減率91.2％となった。

■テレワーク形態の想定

・本評価では『雇用型（自宅）：定まった勤務先事業所をもつ被雇用者がＩCＴを活用して場所や時間にとらわれない
柔軟な働き方をしているケース』を想定した。 [テレワークの形態（テレワーク白書）：①雇用型（自宅で/出張先で）
②通勤困難型③自営型（SOHOや遠隔での業務受注）④内職副業型]

・週何日テレワークをしているかのデータはないが、各社のアンケート：「週には何日か出社して打合せを行う(オムロ
ン)」、「週１、２日の在宅勤務で業務に支障は無い（ＮＴＴデータ）」などのキーワードから、週２日程度を想定（テレ
ワーク経験者内訳 週８時間以上：39％ 週８時間未満60％ というデータはある）

・昨今のセキュリティのトレンドからシンクライアント端末によるテレワークを想定。

週２日テレワークする場合の環境負
荷削減効果 （１回線１年あたり）

CO2排出量
kg-CO2/(回線・年)

従来手段 1,865.902
ＩＣＴサービス 1,203.363
ＣＯ２削減量 662.539
ＣＯ２削減率 35.5%
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評価モデル（テレワークの場合）
首都圏（東京千葉神奈川）に勤務するサラリーマンが、１週間のうち２日自宅でテレワークを行い、残り３日は

会社に通勤して仕事をする。

シンクライアントサーバ

Ｂフレッツ

週２日はテレワーク

週３日は通勤

労働時間
547.2分/日

勤務時間 520.8分/日

・自宅および職場で同じノートＰＣ（シンクライアントＰＣ:消費電力5W）を使用し業務を行う。
・ノートＰＣは業務のみに使用し、自宅のＮＷはプライベートでも使用する。
・１日あたりのテレワークの労働時間は547.2分、職場での勤務時間は520.8分/日とした。（テレワーク白書2007より）
・通勤手段および距離は、首都圏主要３圏(東京千葉神奈川)在住者の平均的な値を用いる。（平成11年全国都市
パーソントリップ調査 ：国土交通省）

・自宅とのＮＷはＢフレッツファミリーで評価。
・オフィスでは、ブロードバンド１回線あたりを11.5人の従業員で使用していると仮定。（東京千葉神奈川の１事業所あた
りの平均従業者数を11.5人と推計、１事業所にブロードバンドが１回線、シンクラサーバが１台あると仮定した。）

（仮定）
１事業所あたり
・従業員11.5人
・ブロードバンド１回線
・シンクラサーバ１台
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評価モデル（通勤の場合）

首都圏（東京千葉神奈川）に勤務するサラリーマンが、会社に通勤して仕事をする。

シンクライアントサーバ

・職場でノートＰＣ（シンクライアントＰＣ:消費電力5W）を使用し業務を行う
・職場での労働時間は520.8分/日とした （テレワーク白書2007より）
・通勤手段および距離は、首都圏主要３圏(東京千葉神奈川)在住者の平均的な値を用いる

（平成11年全国都市パーソントリップ調査 ：国土交通省）

労働時間 520.8分/日
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音楽配信サービスによるCO2排出削減可能量のマクロ試算

・音楽CDを全て、その他の音楽配信により代替した場合を想定。それにより削減され
るものは、CDとその販売店である。

・日本での音楽CDの生産枚数は、（社）日本レコード協会のデータにより、237,116
千枚（2005年、12cmCDアルバム生産数量）である。また音楽CD販売店の数は、日
本コンパクトディスク・ビデオレンタル商業組合の会員数（2004.3現在）より3,869店
舗とした。また店舗の面積については、（社）日本レコード協会CDレンタル店調査
2004年度より、390.1㎡/店舗とした。

・原単位にはCDの製造から配送までの負荷は松野らの文献を利用し、0.33kg-
CO2/枚とした。また、店舗は113kg-CO2/㎡・年を利用した。これらの原単位に上
記の変数を掛け合わせて環境負荷を求めた。

⇒ この結果、CD製造の削減量は8万t-CO2/年、音楽CD販売店削減による効果は
17万t-CO2/年となり、あわせて一年あたり25万t-CO2の削減効果が最大値とし
て期待できる。

折口ら エコデザイン2008 ジャパンシンポジウム （2008年12月）
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電子図書によるCO2排出削減可能量のマクロ試算

・電子図書により、購入する書籍、書店、図書館（図書館の蔵書、図書館の運営）が
全て削減できると仮定。

・現在日本で販売されている書籍は、(社）日本印刷技術協会印刷界
OUTLOOK2006により、36.1億冊と推定。（推定販売金額は22千億円）

・書店は日書連加盟書店数(2005.4.1.現在）と同等すると約7千店である。次に全
国出版協会、「出版指標年表」（2001）より求めた総店舗面積が475万㎡であるこ
とから一店舗あたり675㎡とした。

・図書館は日本図書館協会の「日本の図書館統計」によれば、2005年には2,953箇
所あり、蔵書冊数は345百万冊、年間の購入蔵書数は17百万冊、面積は1606㎡。
エネルギー消費量は、福岡市総合図書館をモデルとし、1,262MJ/㎡とした。

⇒ この結果、書籍（製造）削減により約2,200万t-CO2、書店店舗削減により約54
万t-CO2、図書館の削減により約500万t-CO2 となり、合計で最大約2,800万t-
CO2の削減効果と試算。

折口ら エコデザイン2008 ジャパンシンポジウム （2008年12月）
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• 「Green of ICT」及び「Green by ICT」を定量的に算出
する国際標準の環境影響評価手法がなかった。

• 手法の課題として、

– 妥当性、公平性、透明性

– 国際標準（他国間での比較可能性）

– 他セクターからの納得性

• 環境影響評価手法の国際標準化が必要

環境影響評価手法の標準化
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WP3「ICTと気候変動」

ITU-T での標準化の取り組み

課題 17/5 –「ICTと気候変動」の標準化に関するコーディネイトと計画

課題 18/5 – ICT環境影響評価手法

課題 19/5 – 給電システム

課題 20/5 – ICTのライフサイクル全体にわたるエネルギー効率に関するデータ収集

課題 21/5 – ICT機器や設備の環境保護とリサイクル

(SG15課題19「屋外設備の環境保護と安全」から移管）

WP1「過電圧保護と安全」

WP2「ｴﾐｯｼｮﾝ，ｲﾐｭﾆﾃｨと人体暴露」

ＩＣＴと気候変動に関するフォーカスグループＩＣＴと気候変動に関するフォーカスグループ
(Focus Group on (Focus Group on ICTsICTs and Climate Change) 2008.9and Climate Change) 2008.9～～2009.32009.3

⇒ＩＣＴが気候変動を抑制する効果を客観的に評価する手法等を国際標準化の観点から検討⇒ＩＣＴが気候変動を抑制する効果を客観的に評価する手法等を国際標準化の観点から検討

SG5「環境と気候変動」 2009.5～

Webサイト（http://www.itu.int/ITU-T/focusgroups/climate/）
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まとめ
・ICTは急速に普及し、その環境負荷も増大しており、情報通信システムやデータセン
タの省エネが急務になっている。

・その一方、ICTを活用することにより他のセクタの環境負荷を削減することが期待さ
れ、 ICTは環境負荷を低減可能な技術としての認識が広がっている。

・ICTに関わる環境負荷を定量的に算出する評価手法が国内でガイドライン化されて
おり、国際標準化を目指している。

・国際標準化の暁には、環境経営の視点からグリーンICTの取り組みを定量的に評価
することが可能になり、環境ソリューション・ビジネスの普及やICTによるCO2排出削
減効果の“見える化”にも弾みがつく。また、異なる企業の製品やサービスによるCO2

排出削減効果を定量的に比較できるようになるため、企業が製品やサービスを導入
する時に、性能や価格だけでなく、CO2排出量の削減効果という新たな評価軸での
検討が可能となる。
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グリーンICT関連ガイドライン情報

IT社会を環境で測る グリーンIT
松野泰也、近藤康之 編著

産業環境管理協会（2007年）

社団法人 産業環境管理協会 ホームページ
（http://www.jemai.or.jp/japanese/eco-efficiency/ict.cfm）

ＩＴの環境効率ガイドラインおよびンフレットの公開について

本ガイドラインをベースに総務省が調査報告書およびガイドブックを出版した。

「Green of ICT」及び「Green by ICT」を定量的に算出する国際標準の環境影響評価手法が
なかったため、ITU-Tで標準化活動が始まっている。

・環境負荷低減に資するＩＣＴシステム及びネットワークの調査研究会報告書（2007 年3 月）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/field/data/gt070406.pdf

・ガイドブック「ICTを環境にやさしく活用するために」
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2007/pdf/070406_1_1.pdf

ICTと気候変動に関するFG
（2008年9月～2009年3月）

SG5
（2009年5月～）

FGでの検討を踏まえ、SG5での評価
手法等の勧告化に向けた検討中。
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ご清聴ありがとうございました


